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禁
止
の
範
囲
の
明
確
化
と
緩

和
▽
議
会
の
招
集
日
の
変
更

―
に
つ
い
て
要
望
し
た
。

冒
頭
、
石
田
真
敏
Ｐ
Ｔ
座

長
（
衆
議
院
議
員
）
か
ら
、兼

業
（
請
負
）
禁
止
規
定
の
明

確
化
と
緩
和
な
ど
に
関
す
る

地
方
自
治
法
の
一
部
改
正
に

つ
い
て
、「
今
国
会
中

に
成
立
さ
せ
た
い
。
そ

う
い
う
思
い
で
し
っ
か

り
取
り
組
ん
で
い
き
た

い
」
と
の
意
向
が
述
べ

ら
れ
た
。

続
い
て
、
議
会
三
団

体
か
ら
の
発
言
に
入
り
、

清
水
本
会
会
長
は
、「
地

方
議
会
・
議
員
の
職
務

等
の
位
置
付
け
」「
立

候
補
に
伴
う
環
境
整
備

等
の
労
働
法
制
の
あ
り

方
」
に
つ
い
て
、
4
月

に
開
催
予
定
の
第
33
次

地
方
制
度
調
査
会
第
３

回
専
門
小
委
員
会
で
、

地
方
六
団
体
は
３
月
24

日
、
北
朝
鮮
の
弾
道
ミ
サ

イ
ル
発
射
に
対

し
、
厳
重
な
抗
議

の
意
を
表
す
る
た

め
、
共
同
声
明
を

発
表
し
た
（
全

文
は
Ｈ
P
掲
載
）。

声
明
は
、
北
朝
鮮

に
よ
る
弾
道
ミ
サ

イ
ル
発
射
に
対
し

て
厳
重
に
抗
議
し

挑
発
行
為
の
即
時

中
止
を
求
め
る
と

と
も
に
、
拉
致
被
害
者
の
即

時
帰
国
を
強
く
求
め
て
い
る
。

地方六団体 北朝鮮へ抗議地方六団体 北朝鮮へ抗議
―― 弾道ミサイル発射で 弾道ミサイル発射で

自
民
党 

「
地
方
議
会
の
課
題
に
関
す
る
Ｐ
Ｔ
」

自
民
党
は
３
月
30
日
、
総

務
部
会
「
地
方
議
会
の
課
題

自民党「地方議会の課題に関するPT」の模様

に
関
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

チ
ー
ム
（
Ｐ
Ｔ
）」
を
開
催
し

た
。
本
会
か
ら
は
清
水
富
雄

会
長
（
横
浜
市
会
議
長
）
が

出
席
し
、▽
地
方
議
会・議
員

の
位
置
付
け
▽
立
候
補
に
伴

う
環
境
整
備
等
の
労
働
法
制

の
あ
り
方
▽
兼
業
（
請
負
）

発言する清水会長
（横浜市）

こ
れ
ら
の
重
要
性
に
つ
い
て

し
っ
か
り
と
主
張
し
て
い
く

と
述
べ
た
。

「
兼
業
（
請
負
）
禁
止
の

範
囲
の
明
確
化
と
緩
和
」
に

つ
い
て
は
、
市
と
請
負
関
係

に
あ
る
個
人
事
業
主
が
立
候

補
を
躊
躇
し
、
特
に
小
規
模

な
市
議
会
で
議
員
の
な
り
手

確
保
の
大
き
な
制
約
要
因
に

な
っ
て
い
る
と
指
摘
。

「
議
会
の
招
集
日
の
変

更
」
に
つ
い
て
は
、
議
員
の

参
集
が
客
観
的
に
困
難
と
認

め
ら
れ
る
場
合
に
招
集
日
を

変
更
可
能
な
措
置
が
必
要
で

あ
る
と
し
、「
兼
業
（
請
負
）

禁
止
の
範
囲
の
明
確
化
と
緩

和
」
と
併
せ
て
今
国
会
中
の

所
要
の
法
律
改
正
を
求
め
た
。

兼
業
禁
止
緩
和
・
議
会
招
集
日
変
更

兼
業
禁
止
緩
和
・
議
会
招
集
日
変
更

今
国
会
改
正
へ
強
く
要
望

当
日
の
会
議

で
は
ま
た
、
橘
慶

一
郎
Ｐ
Ｔ
幹
事
長

（
衆
議
院
議
員
）か

ら
、
議
員
立
法
に

よ
る
地
方
自
治
法

の
一
部
改
正
に
つ

い
て
、
状
況
報
告

が
な
さ
れ
た
。

報
告
で
は
、
▽

兼
業
（
請
負
）
禁
止
の
範

囲
の
明
確
化
と
緩
和
に
つ
い

て
は
、
政
令
で
定
め
ら
れ
た

額
ま
で
一
定
の
範
囲
で
請
負

を
認
め
、
上
限
額
は
年
間

３
０
０
万
円
と
す
る
こ
と
を

想
定
し
て
議
論
が
進
ん
で
い

る
▽
議
会
の
招
集
日
の
変
更

に
つ
い
て
は
、兼
業
（
請
負
）

禁
止
の
範
囲
の
明
確
化
と
同

時
に
法
改
正
を
行
う
―
と
の

方
向
性
が
示
さ
れ
た
。

議員立法で改正へ

Ｐ
Ｔ
終
了
後
、
清
水
会
長

は
立
憲
民
主
党
の
逢
坂
誠
二

代
表
代
行
と
吉
川
元
総
務
部

会
長
と
面
談
し
、
兼
業
禁
止

要
件
の
緩
和
お
よ
び
議
会
の

招
集
日
の
変
更
の
２
点
に
つ

い
て
今
国
会
で
の
地
方
自
治

法
の
改
正
を
要
望
し
た
。
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•
•
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 •

 
•
 •
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•
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お
知
ら
せ

次
号
の
旬
報
は
、
５

月
５
日
付
の
２
１
９
０

・
１
号
合
併
号
と
し
て

発
行
し
ま
す
。
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令
和
３
年
度
の
本
会
要
望
結
果
に
つ
い
て
、
今
号
は
会
長
提
出
決
議
の
「
３　
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
」「
４　
頻
発・激
甚
化
す
る
大
規
模
災
害
等
か
ら
の
防
災・減
災
対
策 

及
び
復
旧・復
興
対
策
等
」「
５　
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
旧・復
興
」
を
掲
載
す
る
。

土
石
流
対
策
強
化 

法
改
正
へ

会
長
提
出
決
議
〈
下
〉

会
長
提
出
決
議
〈
下
〉
②②

３ 年 度
要望結果

ワ
ク
チ
ン
接
種

ワ
ク
チ
ン
接
種

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
の
重
症
化
や
発
症
等
を

予
防
す
る
ワ
ク
チ
ン
接
種
に

つ
い
て
、
▽
ワ
ク
チ
ン
お
よ

び
接
種
に
必
要
な
資
材
の
国

の
責
任
に
よ
る
十
分
な
安
定

的
確
保・供
給
▽
有
効
性
、必

要
性
、
安
全
性
お
よ
び
副
反

応
等
の
よ
り
具
体
的
で
正
確

な
情
報
の
国
民
へ
の
適
切
か

つ
迅
速
な
提
供
▽
ワ
ク
チ
ン

の
追
加
接
種
の
実
施
に
当
た

る
科
学
的
な
知
見
に
基
づ
い

た
検
証
、
市
区
町
村
の
接
種

実
施
計
画
の
策
定
に
資
す
る

早
急
な
方
針
提
示
―
を
求
め

た
。４

年
度
厚
生
労
働
省
予

算
で
は
新
型
コ
ロ
ナ
ワ

ク
チ
ン
の
安
全
性
評
価
に

４
５
０
０
万
円
を
確
保
し
、

効
率
的
に
ワ
ク
チ
ン
に
関
す

る
安
全
性
情
報
を
収
集
し
、

速
や
か
に
必
要
な
安
全
対
策

を
検
討
す
る
こ
と
と
し
た
。

感
染
拡
大
防
止

感
染
拡
大
防
止

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
対
策
に
つ
い
て
、
特
別

措
置
法
に
基
づ
く
都
道
府
県

知
事
の
権
限
を
指
定
都
市
・

中
核
市
・
保
健
所
設
置
市
が

要
請
す
る
場
合
に
財
源
と
併

せ
て
移
譲
を
受
け
る
こ
と
を

可
能
と
す
る
こ
と
な
ど
を
要

望
し
た
。

特
措
法
に
基
づ
く
都
道
府

県
知
事
の
権
限
移
譲
を
可
能

と
す
る
制
度
改
正
に
つ
い
て

は
、
特
段
動
き
は
な
か
っ

医
療
提
供
体
制
等
強
化

医
療
提
供
体
制
等
強
化

▽
「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
症
緊
急
包
括
支
援
交

付
金
」
の
柔
軟
な
運
用
、
更

な
る
増
額
▽
地
域
医
療
体
制

が
維
持
可
能
な
適
切
か
つ
十

分
な
財
政
支
援
措
置
▽
感
染

再
拡
大
に
備
え
た
取
り
組
み

偏
見・差
別・虐
待
等
防
止

偏
見・差
別・虐
待
等
防
止

感
染
者
、濃
厚
接
触
者
、医

療・介
護
従
事
者
、日
常
生
活

に
不
可
欠
な
業
務
に
従
事
す

る
者
や
そ
の
家
族
に
対
す
る

偏
見
・
差
別
を
防
止
す
る
た

め
の
正
確
な
情
報
提
供
や
啓

発
な
ど
を
要
望
し
た
。

４
年
度
法
務
省
予
算
で
は
、

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
の
人
権

侵
害
な
ど
さ
ま
ざ
ま
な
人
権

課
題
の
解
消
に
向
け
た
人
権

擁
護
活
動
の
充
実
強
化
に

35・５
億
円
を
確
保
し
、新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に

関
連
し
た
偏
見
・
差
別
を
な

く
す
た
め
の
人
権
啓
発
活
動

を
推
進
す
る
と
し
た
。

経

済

対

策

等

経

済

対

策

等

▽
「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
症
対
応
地
方
創
生
臨

時
交
付
金
」の
確
保・追
加
配

分
等
▽
雇
用
調
整
助
成
金
・

緊
急
雇
用
安
定
助
成
金
の
特

例
措
置
や
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
症
対
応
休
業
支
援

金
・
給
付
金
の
更
な
る
延
長
、

制
度
の
周
知
や
利
用
促
進
▽

Ｇ
ｏ
Ｔ
ｏ
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の

再
開
に
あ
た
り
、
地
方
の
意

見
を
踏
ま
え
た
弾
力
的
対
応

―
な
ど
を
求
め
た
。

令
和
３
年
度
内
閣
府
補
正

予
算
で
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
対
応
地
方
創

生
臨
時
交
付
金
６・８
億
円

が
追
加
確
保
さ
れ
た
。

令
和
３
年
度
厚
労
省
補
正

予
算
で
は
、
雇
用
調
整
助
成

金
等
に
よ
る
雇
用
維
持
の
取

り
組
み
へ
の
支
援
に
１
兆
８

５
４
億
円
が
確
保
さ
れ
、
同

助
成
金
の
特
例
措
置
が
本
年

６
月
末
ま
で
延
長
さ
れ
た
。

新
型
コ
ロ
ナ
の
影
響
で
休
業

さ
せ
ら
れ
た
が
休
業
手
当
を

受
け
て
い
な
い
労
働
者
に
対

し
て
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
症
対
応
休
業
支
援

金
等
を
支
給
し
、
生
活
の
安

定
を
図
る
と
し
た
。

令
和
３
年
度
国
土
交
通
省

補
正
予
算
で
は
、
新
た
な
Ｇ

ｏ
Ｔ
ｏ
ト
ラ
ベ
ル
事
業
に
補

正
予
算
と
既
存
予
算
の
活
用

と
し
て
１
兆
３
２
３
８
億
円

を
確
保
。
ワ
ク
チ
ン
接
種
証

明
や
検
査
の
活
用
に
よ
る
安

全
・
安
心
確
保
を
前
提
と
し

た
仕
組
み
に
見
直
す
と
と
も

に
、
平
日
へ
の
旅
行
需
要
の

分
散
化
策
等
を
講
じ
る
と
し

た
。
再
開・実
施
時
期
は
、専

門
家
の
意
見
を
踏
ま
え
、
感

染
状
況
を
見
極
め
確
定
、
実

施
す
る
と
し
た
。

令
和
３
年
度
農
林
水
産
省

補
正
予
算
で
は
、Ｇ
ｏ
Ｔ
ｏ 

Ｅ

ａ
ｔ
事
業
の
延
長
等
に
６
０

１
億
円
が
計
上
さ
れ
、
よ
り

安
全
・
安
心
を
確
保
し
た
新

新
型
コ
ロ
ナ

新
型
コ
ロ
ナ  

拡
大
防
止・経
済
対
策

拡
大
防
止・経
済
対
策

本
会
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
に
つ
い

て
、
▽
感
染
症
拡
大
防
止
等
▽
医
療
提
供
体
制
等
の
強
化

▽
偏
見・差
別・虐
待
等
の
防
止
▽
経
済
対
策
等
―
を
要
望

し
た
。

支
援
▽
保
健
所
・
地
方
衛
生

研
究
所
体
制
の
抜
本
的
強
化

―
な
ど
を
要
望
し
た
。

厚
生
労
働
省
は
、
令
和
３

年
度
補
正
予
算
で
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
緊
急
包

括
支
援
交
付
金
等
に
よ
る
支

援
に
２
兆
１
０
３
３
億
円
を

確
保
。
交
付
金
の
増
額
に
よ

り
、
病
床
確
保
や
宿
泊
療
養

施
設
の
確
保
等
、
緊
急
的
な

た
。

人
材
確
保
等
を
支
援
し
、
医

療
提
供
体
制
等
の
強
化
を
図

る
と
し
た
。
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防
災
・
減
災

防
災
・
減
災  

復
旧
・
復
興
対
策

復
旧
・
復
興
対
策

本
会
は
、「
頻
発
･
激
甚
化
す
る
大
規
模
災
害
等
か
ら
の

防
災・減
災
対
策
お
よ
び
復
旧・復
興
対
策
等
に
関
す
る
決

議
」
を
決
定
し
、
各
所
に
要
望
を
行
っ
た
。

土
石
流
対
策
強
化

土
石
流
対
策
強
化

令
和
３
年
７
月
に
熱
海
市

で
発
生
し
た
土
石
流
災
害
を

踏
ま
え
、
▽
全
国
の
盛
土
の

総
点
検
の
早
期
完
了
、
再
発

防
止
策
の
徹
底
▽
盛
土
に
関

す
る
全
国
統
一
の
安
全
基
準

設
定
、
規
制
強
化
を
含
め
た

法
制
度
の
整
備
、
自
治
体
の

土
石
流
対
策
に
係
る
技
術

的・人
的・財
政
的
支
援
の
強

化
―
を
求
め
た
。

国
土
交
通
省
・
農
林
水
産

省
は
、
盛
土
等
に
よ
る
災
害

か
ら
国
民
の
生
命
・
身
体
を

守
る
た
め
、「
宅
地
造
成
等
規

制
法
」
を
抜
本
的
に
改
正
し
、

「
宅
地
造
成
法
及
び
特
定
盛

土
等
規
制
法
」
に
改
め
る
法

案
を
第
２
０
８
回
通
常
国
会

に
提
出
し
て
い
る
。
法
案
で

は
、
土
地
の
用
途
に
か
か
わ

ら
ず
危
険
な
盛
土
等
を
全
国

一
律
の
基
準
で
包
括
的
に
規

制
す
る
と
し
て
▽
隙
間
の
な

い
規
制
▽
盛
土
等
の
安
全
性

の
確
保
▽
責
任
の
所
在
の
明

確
化
▽
実
効
性
の
あ
る
罰
則

の
措
置
―
を
盛
り
込
ん
で
い

る
。各

種
災
害
対
策
強
化

各
種
災
害
対
策
強
化

台
風
・
集
中
豪
雨
に
つ
い

て
、
国
交
省
で
は
、「
あ
ら
ゆ

る
関
係
者
に
よ
り
流
域
全
体

で
行
う
『
流
域
治
水
』
の
本

格
的
展
開 

」
に
令
和
４
年
度

予
算
で
５
２
０
４
億
円
（
３

年
度
補
正
２
０
３
８
億
円
）

を
確
保
し
た
。
総
務
省
で
は
、

緊
急
自
然
災
害
防
止
対
策
事

業
費
と
し
て
４
０
０
０
億
円

を
確
保
し
た
。

地
震・津
波・火
山
噴
火
対

策
で
は
、
令
和
４
年
度
国
土

強
靱
化
関
係
予
算
に
４
兆
５

５
７
７
億
円
（
３
年
度
補
正

１
兆
８
４
９
５
億
円
）
が
確

保
さ
れ
、ハ
ー
ド・ソ
フ
ト
一

体
と
な
っ
た
取
り
組
み
が
強

力
に
推
進
さ
れ
る
。

社
会
資
本
整
備
支
援

社
会
資
本
整
備
支
援

▽
緊
急
防
災
・
減
災
事
業

債
の
恒
久
化
、
元
利
償
還
金

に
対
す
る
交
付
税
措
置
の
充

実
、
対
象
事
業
の
拡
大
▽

「
防
災・減
災
、
国
土
強
靱
化

の
た
め
の
５
か
年
加
速
化
対

策
」
の
着
実
な
推
進
―
な
ど

を
求
め
た
。

総
務
省
は
令
和
４
年
度
地

方
債
計
画
で
、緊
急
防
災・減

災
事
業
の
推
進
に
５
０
０
０

億
円
を
確
保
し
、
消
防
本
部

に
お
け
る
災
害
対
応
ド
ロ
ー

ン
の
整
備
、
消
防
救
急
デ
ジ

タ
ル
無
線
の
機
能
強
化
な
ど

の
対
象
事
業
が
拡
充
さ
れ
た
。

「
防
災・減
災
、
国
土
強
靱

化
の
た
め
の
5
か
年
加
速
化

対
策
」で
は
、▽
激
甚
化
す
る

風
水
害
や
切
迫
す
る
大
規
模

地
震
等
へ
の
対
策
▽
予
防
保

全
型
イ
ン
フ
ラ
メ
ン
テ
ナ
ン

ス
へ
の
転
換
に
向
け
た
老
朽

化
対
策
の
加
速
▽
国
土
強
靱

化
に
関
す
る
施
策
を
効
率
的

に
進
め
る
た
め
の
デ
ジ
タ
ル

化
等
の
推
進
―
の
各
分
野
の

更
な
る
加
速
化
・
深
化
を
図

る
と
し
、
令
和
3
～
7
年
度

ま
で
の
5
か
年
に
追
加
的
に

災
害
復
旧
・
復
興
支
援

災
害
復
旧
・
復
興
支
援

災
害
復
旧
事
業
に
関
す
る

国
庫
補
助
採
択
基
準
の
緩
和

や
補
助
対
象
施
設
の
拡
大
な

ど
を
求
め
た
。

災
害
復
旧
事
業
に
関
す
る

国
庫
補
助
採
択
基
準
の
緩
和

は
行
わ
れ
な
か
っ
た
も
の
の
、

避
難
対
策
強
化

避
難
対
策
強
化

▽
避
難
所
の
支
援
体
制
の

充
実
強
化
▽
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
と
自
然
災
害

の
複
合
災
害
に
備
え
た
十
分

な
財
政
支
援
、
感
染
防
止
対

策
の
推
進
▽
防
災
知
識
の
普

及
啓
発
の
強
化
、
国
民
全
体

に
対
す
る
防
災
意
識
の
醸
成

▽
地
方
自
治
体
に
よ
る
避
難

指
示
等
の
発
令
に
資
す
る
新

技
術
の
導
入
・
運
営
に
係
る

十
分
な
財
政
支
援
措
置
―
な

ど
を
要
望
し
た
。

令
和
4
年
度
内
閣
府
予
算

で
は
、
被
災
者
に
関
す
る
総

合
的
対
策
の
推
進
経
費
と
し

て
、
避
難
所
で
の
良
好
な
環

境
の
確
保
等
に
向
け
た
取
り

組
み
の
検
討
に
２
８
０
０
万

円
を
確
保
し
、
感
染
症
対
策

や
避
難
生
活
環
境
の
調
査
が

進
め
ら
れ
る
。
ま
た
、
土
砂

災
害
・
水
害
等
の
災
害
時
に

お
け
る
避
難
対
策
等
の
推
進

に
６
６
０
０
万
円
を
確
保
し

た
。避

難
指
示
等
の
発
令
に
資

す
る
新
技
術
へ
の
財
政
支
援

で
は
、
気
象
庁
の
４
年
度
予

算
、
３
年
度
補
正
予
算
で
▽

線
状
降
水
帯
の
予
測
精
度
向

上
等
に
向
け
た
取
り
組
み
の

強
化
・
加
速
化
▽
大
規
模
地

震
災
害
・
火
山
災
害
に
備
え

た
監
視
体
制
の
確
保
▽
地
震

観
測
施
設
の
整
備
―
に
所
要

額
が
確
保
さ
れ
た
。

必
要
と
な
る
事
業
規
模
（
15

兆
円
程
度
）
等
を
定
め
、
重

点
的
・
集
中
的
に
対
策
を
講

じ
る
と
し
て
い
る
。

ま
た
、
国
交
省
で
は
イ
ン

フ
ラ
老
朽
化
対
策
等
に
よ
る

持
続
可
能
な
イ
ン
フ
ラ
メ
ン

テ
ナ
ン
ス
の
実
現
に
令
和
４

年
度
予
算
で
７
２
０
４
億
円

（
３
年
度
補
正
１
１
０
４
億

円
）
を
確
保
し
た
。

令
和
３
年
度
厚
生
労
働
省
補

正
予
算
で
は
「
社
会
福
祉
施

設
等
の
耐
災
害
性
強
化
等
」

に
２
４
１
億
円
が
確
保
さ
れ
、

児
童
福
祉
施
設
や
障
害
者
支

援
施
設
、
介
護
施
設
等
の
災

害
復
旧
が
補
助
対
象
施
設
に

追
加
さ
れ
た
。【４

面
へ
続
く
】

た
な
仕
組
み
の
下
、
感
染
状

況
等
を
踏
ま
え
、
今
年
５
月

の
連
休
頃
ま
で
を
基
本
と
し

て
実
施
期
間
を
延
長
す
る
と

し
た
。
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政
府
は
4
月
1
日
付
で
、

全
国
33
市
を
含
む
65
市
町
村

に
つ
い
て
、「
過
疎
地
域
の
持

続
的
発
展
の
支
援
に
関
す
る

特
別
措
置
法
」

（
新
過
疎
法
）に

基
づ
く
「
過
疎

地
域
」
と
し
て
新
た
に
公
示

し
た
。
従
来
か
ら
公
示
さ
れ

て
い
る
市
町
村
を
含
め
る
と

同
地
域
は
８
８
５
市
町
村
に

広
が
り
、
全
国

の
自
治
体
の

半
数
を
超
え

た
。直

近
の
令
和

２
年
国
勢
調

査
に
よ
る
人

口
デ
ー
タ
に

加
え
、
各
自
治

体
の
財
政
力

要
件
か
ら
適

用
の
適
否
を

判
断
し
た
。

該
当
す
る
市

全部過疎
8市

富良野市（北海道）、上山市（山形県）、桜川市
（茨城県）、加茂市（新潟県）、勝山市（福井
県）、綾部市（京都府）、宿毛市（高知県）、人
吉市（熊本県）

一部過疎
25市

白河市（福島県）、須賀川市（同）、潮来市（茨
城県）、かすみがうら市（同）、匝瑳市（千葉
県）、香取市（同）、山武市（同）、いすみ市（同）、
新発田市（新潟県）、胎内市（同）、上田市（長
野県）、塩尻市（同）、安曇野市（同）、砺波市
（富山県）、あわら市（福井県）、海津市（岐阜
県）、東近江市（滋賀県）、木津川市（京都府）、
丹波篠山市（兵庫県）、たつの市（同）、阿波
市（徳島県）、玉名市（熊本県）、菊池市（同）、
出水市（鹿児島県）、南城市（沖縄県）

新
た
に

新
た
に
3333
市
公
示

市
公
示

原
発
の
安
全・防
災
対
策

原
発
の
安
全・防
災
対
策

４
年
度
内
閣
府
予
算
で
は
、

安
全
で
安
心
な
暮
ら
し
の
実

現
と
経
済
社
会
の
基
盤
確
保

東
日
本
大
震
災

東
日
本
大
震
災  
復
旧
・
復
興

復
旧
・
復
興

本
会
は
、「
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
早
期
復
旧
・
復
興
」

「
原
子
力
発
電
所
事
故
災
害
へ
の
対
応
」
に
つ
い
て
要
望

書
を
決
定
し
、
政
府・与
党
な
ど
各
所
に
要
望
を
行
っ
た
。

に
８
８
０
億
７
２
０
０
万
円

が
確
保
さ
れ
、
▽
防
災
対
策

の
充
実
▽
原
子
力
防
災
対
策

の
充
実
・
強
化
―
の
取
り
組

み
が
実
施
さ
れ
る
。

４
年
度
原
子
力
規
制
委
員

復

旧
・
復

興

復

旧
・
復

興

「
第
２
期
復
興
・
創
生
期

間
以
降
に
お
け
る
東
日
本
大

震
災
か
ら
の
復
興
の
基
本
方

針
」（
３
年
３
月
９
日
閣
議
決

定
）を
踏
ま
え
、令
和
４
年
度

復
興
庁
予
算
は
５
７
９
０
億

円
が
確
保
さ
れ
、
必
要
な
取

り
組
み
が
精
力
的
に
進
め
ら

れ
る
。

令
和
4
年
度
地
方
財
政
計

画
（
東
日
本
大
震
災
分
）
で

は
、復
旧・復
興
事
業
等
に
つ

い
て
、
震
災
復
興
特
別
交
付

税
１
０
６
９
億
円
な
ど
所
要

額
が
確
保
さ
れ
た
。

災
害
復
旧
事
業
に
つ
い
て

は
、
４
年
度
復
興
庁
予
算
で

85
億
円
が
確
保
さ
れ
た
。
被

災
し
た
海
岸
堤
防
、農
地・農

業
用
施
設
、
上
水
道
、
学
校

等
の
復
旧
が
引
き
続
き
重
点

的
に
推
進
さ
れ
る
。

被
災
者
生
活
再
建

被
災
者
生
活
再
建

被
災
地
で
の
雇
用
対
策
と

し
て
、
４
年
度
復
興
庁
予
算

で
「
産
業
・
生
業
（
な
り
わ

い
）
の
再
生
」
に
３
４
７
億

円
が
確
保
さ
れ
た
。

被
災
者
支
援
総
合
交
付
金

に
は
１
１
５
億
円
が
確
保
さ

れ
、
復
興
の
進
展
に
よ
っ
て

原
発
事
故
へ
の
対
応

原
発
事
故
へ
の
対
応

放
射
性
物
質
対
策
事
業
の

推
進
、
放
射
性
物
質
ト
リ
チ

ウ
ム
を
含
む
処
理
水
の
対
策
、

原
子
力
損
害
賠
償
の
適
切
な

実
施
等
お
よ
び
健
康
管
理
・

生
活
安
心
体
制
の
継
続
な
ど

に
つ
い
て
要
望
し
た
。

４
年
度
復
興
庁
予
算
で
は
、

除
去
土
壌
等
の
適
正
管
理
・

搬
出
等
の
実
施
に
２
７
１
億

円
、
放
射
性
物
質
汚
染
廃
棄

物
処
理
事
業
等
に
６
３
８
億

円
が
そ
れ
ぞ
れ
確
保
さ
れ
た
。

3
年
度
経
済
産
業
省
補

正
予
算
で
は
、
廃
炉
・
汚
染

水
・
処
理
水
対
策
事
業
に

１
７
６・２
億
円
が
確
保
さ

れ
、
研
究
開
発
の
支
援
の
ほ

か
、
Ａ
Ｌ
Ｐ
Ｓ
処
理
水
の
分

析
装
置
等
の
整
備
が
支
援
さ

れ
る
。

風
評
被
害
対
策
に
つ
い
て

は
、
４
年
度
復
興
庁
予
算
で

町
村
は
、
元
利
償
還
金
の
７

割
が
交
付
税
措
置
さ
れ
る
過

疎
対
策
事
業
債
を
発
行
で
き

る
ほ
か
、
公
立
小
中
学
校
や

保
育
所
な
ど
に
関
す
る
国
庫

補
助
率
が
か
さ
上
げ
さ
れ
る

な
ど
、
国
の
支
援
措
置
が
受

け
ら
れ
る
。

今
回
公
示
さ
れ
た
33
市

（
表
参
照
）
に
つ
い
て
見
る

と
、全
域
が
過
疎
地
域
の「
全

部
過
疎
」
は
８
市
（
北
海
道

１
、
東
北
１
、
関
東
１
、
甲

信
越
１
、
北
陸
１
、
関
西
１
、

四
国
１
、九
州
１
）。
合
併
前

の
旧
市
町
村
を
過
疎
地
域
と

み
な
す
「
一
部
過
疎
」
は
25

市
（
東
北
２
、
関
東
６
、
甲

信
越
５
、
北
陸
２
、
中
部
１
、

関
西
４
、四
国
１
、九
州
・
沖

縄
４
）
だ
っ
た
。

風
評
払
拭
及
び
放
射
線
に
関

す
る
リ
ス
ク
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン
の
強
化
と
し
て
、
▽

風
評
払
拭
・
リ
ス
ク
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
強
化
事
業

20
億
円
▽
福
島
県
農
林
水
産

業
復
興
創
生
事
業
41
億
円
―

な
ど
各
事
業
に
所
要
額
が
確

保
さ
れ
た
。

健
康
管
理
・
生
活
安
心
体

制
の
継
続
に
つ
い
て
は
、
４

年
度
環
境
省
予
算
で
放
射
線

健
康
管
理
・
健
康
不
安
対
策

事
業
費
に
11
億
７
１
０
０
万

円
が
確
保
さ
れ
た
。

生
じ
る
▽
心
身
の
ケ
ア
▽
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
形
成
・
再
生
▽

住
宅
・
生
活
再
建
の
相
談
▽

心
の
復
興
―
等
の
課
題
に
対

す
る
取
り
組
み
が
支
援
さ
れ

る
。

「
過
疎
地
域
」

会
予
算
は
５
８
９
億
円
（
３

年
度
補
正
48
億
円
）
が
確
保

さ
れ
、
東
京
電
力
福
島
第
一

原
子
力
発
電
所
の
廃
炉
の
安

全
確
保
と
事
故
原
因
の
究
明

な
ど
が
推
進
さ
れ
る
。

【
３
面
か
ら
続
く
】


